「平成２３年度　第１回大阪府障がい者自立支援協議会」

日　　時：平成２３年８月９日（火）　午後２時から４時まで

場　　所：大阪府公館１階大サロン
出席委員：阿部委員、今井委員、大谷委員、大友委員、大西委員、久保委員、姜委員、

阪口委員、左古委員、須田委員、高取委員、辻井委員、中島委員、中島委員、林委員、原山委員
浅野アドバイザー、石井アドバイザー、辻アドバイザー

○事務局　定刻となりましたので、ただ今から「平成２３年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会」を開催させていただきます。私は本日の司会を務めさせていただきます地域生活支援課課長補佐の小森でございます。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、会議の開会に先立ちまして、福祉部障がい福祉室長の太田より、一言ごあいさつ申し上げます。

○太田室長　障がい福祉室長の太田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。平成２３年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会の開会に当たりまして、ごあいさつ申し上げます。

　　本日、皆さま方には暑い中、お忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。また平素から、障がい福祉施策にご理解、ご協力をいただいていることにつきまして、この場をお借りしてお礼申し上げます。

　　皆さまご存じのように、平成２２年１２月の障害者自立支援法の改正を受けまして、市町村や大阪府では、同行援護の導入や、新たな相談支援体制の整備、障がい児支援の再編に向けた準備作業等に、現在追われているところでございます。加えまして、平成２３年６月には、障害者虐待防止法が成立いたしました。また先月、障害者基本法が改正され、障がい者を取り巻く状況は大きく変わってきているところでございます。

　　現在、障害者自立支援法に代わります「障害者総合福祉法（仮称）」という新たな仕組みづくりのために、国におきましては議論がなされている状況でございます。

　　大阪府におきましては、このような国の動きを十分留意しながら、来年度以降１０年間を見通しました「第４次大阪府障がい者計画（仮称）」の策定に向けまして、現在、関係者に入っていただきまして、検討委員会で議論を重ねているところでございます。地域生活への移行の推進でありますとか、就労支援の強化、新たに光を当てるべき分野の支援の充実、そのようなものを重点施策と位置づけまして、意見具申案の作成に向けて、今、検討をいただいているところでございます。

　　このような中、自立支援協議会につきましては、改正自立支援法におきまして、法律上の位置づけがなされたところで、障がい者を取り巻く課題を、横断的に協議していく場として、これまでにも増して重要になると考えております。障がい者計画が目指す社会実現のために、大きな力になるものと考えているところでございます。

　　大阪府としましても、自立支援協議会で議論されました地域課題とともに、地域生活への移行支援など、大阪府の重要な取り組みにつきましては、この自立支援協議会の場で、議論を進めていただいたうえで、施策を進めてまいりたいと考えております。

　　委員の皆さまにおかれましては、それぞれの分野で専門的な観点から忌憚のないご意見、ご提案をいただき、本協議会の議論が、障がい者の方々が地域で自立し、安心して暮らせる社会に向け、有意義になりますようにお願い申し上げまして、あいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　続きまして、平成２３年３月末で、当協議会の委員の任期がいったん終了しまして、平成２３年４月から平成２５年３月まで、２年間の任期ということで、今回、委嘱手続きをさせていただいております。そのような経緯がありますので、あらためて委員の皆さま方のご紹介をさせていただきたいと存じます。

　
〈事務局から委員・事務局紹介、資料確認〉　
　　

○事務局　それでは、本協議会の設置要綱に基づきまして、協議会を運営してまいりたいと存じますが、今回改めて委嘱手続きを行いましたので、会長の選出を行いたいと思います。当協議会設置要綱の規定によりまして、選出につきましては、委員の互選により選出となっておりますので、会長の選出につきまして、どなたかご意見ございましたら、ご発言をお願いしたいと思います。

○委員　昨年まで副会長を務めておられました大谷委員が適任かと思います。いかがでしょうか。

○事務局　ありがとうございます。ただ今、会長に大谷委員を推薦というご意見をいただきました。他の委員の皆さま方、いかがでしょうか。

○委員複数　異議なし。

○事務局　ありがとうございます。それでは、大谷委員におかれましては、ご了解していただけますでしょうか。

○大谷委員　承知しました。

○事務局　ありがとうございます。大谷委員に本協議会の会長をお願いしたいと考えております。会長席へ移動をお願いできますでしょうか。それでは、大谷会長に以後の議事進行をお願いしたいと存じます。よろしくお願い申し上げます。

○会長　はい。あらためまして大谷でございます。どうぞよろしくお願いいたします。前委員長が大國先生でございまして、非常に上手に運営されておられたと思っております。そのようにできるかどうか自信はございませんが、皆さんのご協力をいただいて、鋭意進めてまいりたいと思います。どうぞ任期中、よろしくお願いしたいと思っております。

　　先ほど、室長のごあいさつにもありましたように、今、本当に障がい者施策は曲がり角と認識しております。様々な施策が大きく変わろうという中で、この自立支援協議会の果たす役割は、非常に大きいものがあるかと思っております。

　　特に、今後の施策がどのように国から打ち出されてくるのか。それと連動させながら、必要な人に必要なサービスを届ける仕組みを、どのように地域で作り上げていくか。どのような方も、その地域の中で、一人残らずサービスにつないでいけるような、そういう仕組みづくりを目指したいとも思っているところでございます。

　　国においても、まだこれはわかりませんが、すべての障がい者に必要なサービスを届けるということで、ケアプランのあり方も少し示されているようでございます。財政の問題もありますから、どのあたりまでという問題はあるのですが、大阪府においても、障がい者の方に、必要なサービスを届ける仕組みづくりを、どのように作り上げていくかが、来年度の課題になってくるのではないかと思っているところでございます。

　　そのような意味で、少し皆さんと問題等共有しながら、解決できる仕組みもたくさんございます。就労も、地域移行も、あるいは医療的ケアも、いろいろな問題がまだ山積しております。一つずつではございますが、着実に前へ進めていければいいかと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。短い時間でございますので、私のあいさつはこれぐらいにさせていただいて、あとを続けてまいりたいと思います。

　　協議会の設置要綱の規定に基づいて、副会長は会長の指名でできるとなっておりますので、僭越ですが、副会長については辻井委員にお願いしたいと思っております。よろしくお願いいたします。辻井委員に副会長をお願いして、無事なっていただけるということで、大変心強く思っております。

　　それでは、お手元の次第に沿って進めてまいりたいと思っております。議事の１番目が「今後の地域移行・地域生活支援の方向性について（案）」です。大阪府が平成１７年からずっと進めてまいりました施策の今後のあり方について、事務局からご説明をお願いいたします。

○事務局　それでは、資料１の「今後の地域移行・地域生活支援の方向性（案）」に基づきまして、事務局から説明させていただきます。

資料１に基づきまずは、１ページ目の下の段ですが、大阪府ではこれまで、地域移行支援につきましては、地域移行支援センター事業、あるいは精神障がい者の分野でいきますと退院促進支援事業、このような事業の実施によりまして、地域生活への移行を進め、一定の成果を上げてきたと考えております。具体的な数値につきましては、資料に書いてございますように、施設入所者につきましては、平成２２年度末の実績として１，２５５名、社会的入院患者につきましては、平成２２年６月３０日現在で、１，８８２名の地域移行を進めてきたところでございます。しかしながら、地域移行支援センター事業、これは大阪府単独事業で実施してまいりましたが、今年度限りで終了してしまいます。

　　また、昨年１２月の障害者自立支援法の一部改正により、①市町村に基幹相談支援センターの設置、②自立支援協議会を法律上位置づけ、③地域移行支援・地域定着支援の個別給付化等々、法改正が盛り込まれたところです。このような内容から平成２４年４月以降につきましては、住民に身近な市町村において、障がい者の地域移行・地域生活支援を推進する、といった状況になってございます。

　　さらに、国事業であります精神障がい者の事業につきましても、平成２４年度から、障がい福祉サービスにおいて個別給付化されるとなっております。このように今後は、地域移行支援につきましては、市町村が主体となっていく状況にございます。このため、今年度中に、大阪府として新たに①地域移行を含む地域生活支援の推進体制をどのようにつくっていくのか、②地域移行を進めていくためには当然のこととして、基盤整備が非常に大事になってきますので、基盤整備の方策のあり方を明確化することにより、平成２４年度からの円滑な事業実施を図ってまいりたい、ということで資料をまとめております。

　　次の２ページ目をお開きください。上段からまず「相談支援体制の充実・強化」として、２点考えております。１点目は「地域自立支援協議会の機能強化」、２点目は「相談支援体制の基本的な整備方針」、このような内容を大阪府から提案できたらと考えております。

　　まず、「地域自立支援協議会の機能強化」につきましては、地域自立支援協議会に専門部会として、「地域移行推進部会（仮称）」を各市町村で設置していただきたいというのがポイントです。その協議会で具体的に活動いただく内容としましては、地域移行支援等の支援状況の把握とモニタリング。あるいは、いろいろと地域移行を進めていくうえで、課題が発生すると考えられますので、そのような課題解決に向けた必要な協力・支援体制の整備を図る、といった内容をこの部会でご議論いただけたらと考えております。

　　また、大阪府から情報提供させていただいたうえで、地域移行希望者の状況、グループホームやケアホームの整備状況等、受け入れ体制の把握を行っていただいて、地域における地域支援の整備方策を協議する、あるいは整備計画を策定いただいて、障がい福祉計画に反映していただけたらと考えております。当然、大阪府の自立支援協議会におきましても、地域支援推進部会において、地域移行ワーキングを設置したうえで、大阪府内全域の地域移行の状況の把握、課題を検討させていただいて、地域自立支援協議会と連携したうえで、広域的な問題について、課題解決のための方策を検討したいと考えております。

　　２ページの下の段と３ページの上の段で、それぞれ地域の自立支援協議会や、あるいは都道府県の自立支援協議会の体制を書かせてもらっています。ここで一点ご説明を申し上げなければならないことは、市町村が今後主体になりますので、平成２４年度以降については、これまで大阪府保健所等が担ってまいりました精神障がい者の退院促進という意味で、圏域の自立支援促進会議については廃止させていただいて、保健所等は専門機関として、市町村で設置される地域自立支援協議会の中の地域移行推進部会に参画して、市町村や相談支援事業者等に対する協力、支援を行う、という形にさせていただいております。

　　同じように大阪府自立支援協議会におきましても、３ページ上段で書かせていただいていますように、これまで大阪府の障がい者退院促進支援事業運営委員会がございましたが、平成２４年度以降につきましては、自立支援協議会に統合させていただく予定をしております。

　　「推進体制の方向性」の２点目として、「相談支援体制の整備」を今後どうしていくかですが、相談支援体制の整備の基本的な考え方といたしまして、サービス等利用計画の策定、モニタリング、地域移行支援、地域定着支援を、それぞれ障がい特性に応じて円滑に実施していく必要があろうかと存じます。

　　そのために、計画相談支援と地域相談支援の両機能を備えた相談支援事業者の確保を基本形と考えております。特に米印で書いているのですが、少なくとも、１市町村に障がい種別ごとに、１カ所の指定特定・一般相談支援事業者を確保していただけたらどうかという提案です。　もう一つの米印で、児童福祉法の一部改正も平成２２年１２月に同時に行われておりまして、障がい児相談支援事業が創設されております。われわれとしては、児者一貫した相談支援体制を確保するためには、できれば先ほど申し上げました特定・一般相談支援事業者が、障がい児の相談支援事業も機能として、併せ持つことが適当ではないかと考えております。

　　もう一点、いわゆる地域相談支援の中核的な役割を果たすということで、今回の改正で基幹相談支援センターが新たに設けられる予定でございます。この基幹相談支援センターは、地域の相談支援事業所のスーパービジョン、人材育成、自立支援協議会の運営、あるいは権利擁護、虐待対応等、成年後見制度の運用を担うことになっているのです。基本的には、設置できるという規定になってございますが、大阪府としては、やはり市町村で最低１カ所の設置が望ましいかと考えております。ただ、基幹相談支援センターは、三障がいの相互相談を実施していただく質的な能力が必要となっていますので、平成２４年すぐに基幹相談支援センターの機能を担っていただく事業所がないという場合につきましては、当面、市町村でその機能を担っていただいて、少なくとも平成２６年度までの３年間の間に、きちんと基幹相談支援センターを設置いただく方向で調整をお願いできたらと、そのように提案させていただきたいと考えています。

　　このような相談支援事業所の具体的な事業活動としては、施設や病院への継続的な働きかけによって、地域移行につなげるといった業務、それからサービス等利用計画の策定がございます。特にサービス等利用計画の策定に当たりましては、手順として大阪府から地域移行を希望する施設入所者数を情報提供させていただきます。

　　なお、市町村では在宅の地域移行希望者について把握をいただく、特に在宅の地域移行希望者については、施設入所の待機者を含めた形で把握いただけたらと考えています。

　　精神につきましては、国で示します新たな退院目標数値を勘案して、大阪府から情報提供させていただきますので、精神科入院患者の実態を把握していただく。そのような実態を指定特定相談支援事業者に情報提供いただいて、指定特定相談支援事業者が入所者・入院者の個別の事情等を踏まえたサービス等利用計画を策定いただく。具体的に策定された利用計画に基づいて、地域移行支援等の実施を図っていただこうと考えております。

　　続きまして４ページの上段、市町村における地域自立支援協議会、相談支援事業者の役割等を簡単に図式化させてもらっています。市町村の役割と大阪府の役割を整理させていただいた図になってございます。今後大阪府としては、高度な専門的支援、市町村に対するバックアップ、人材養成、情報提供といった分野で、市町村を支援してまいりたいと考えております。４ページの下段につきましては、施設入所者、入院患者の地域移行にかかわる支援のイメージということで、参考までに付けさせていただきました。続きまして５ページをお開きください。推進体制とともに、基盤整備が非常に重要な状況になってございます。基盤整備につきましては、１点目としては新たな地域移行支援策の検討、２点目としては人材養成、３点目としては医療的ケアや高次脳機能障がい、といった市町村では対応がなかなか難しい状況にある事案に対する支援ということで、３点を提案させていただこうと考えております。

　　まず１点目の地域移行、地域定着のための市町村等に対する支援方策ですが、実は今年度大阪府で、地域生活移行調査を実施しております。この調査については、障がい者の入所施設はもとより、受け皿となるケアホームや日中活動系の事業所、相談支援事業者等を対象に、地域移行の予定者数、地域移行に向けた取り組み状況、あるいは、それぞれの事業所でどのような課題を抱えておられるのか、それと各事業所の今後の事業拡大の意向、計画等含めて、聞かせていただいています。

　　この調査結果につきましては、本年８月下旬には、集約が可能と思われますので、その調査結果を踏まえて、大阪府として新たな支援策を検討したうえで、必要な場合には大阪府の予算措置に向けて努力していきたいと。どのような支援策が考えられるかは、あくまで例ですが、地域生活支援促進助成の形で、一つには、入所施設、障がい福祉サービス事業者、訪問看護事業者、医療機関等との連絡調整を行うコーディネーターの配置に要する経費への助成とか、ピアサポーター配置に要する経費に対する助成、地域移行後の障がい者に対するアフターケア事業費といった経費に係る部分について、助成制度を創設できないか、検討していきたいと考えております。

　　６ページをお開きください。２点目の「相談支援専門員等の養成、資質向上に向けた支援」といたしまして、大阪府の障がい者自立相談支援センターは、これまでも専門員等の養成や、指定相談支援事業者を対象に研修をしてきたのですが、今後いわゆる地域移行支援等を含めた研修を、引き続き実施していく必要があろうかと。ただ、実はここで参考までに数字を申し上げますと、これまでの相談支援専門員の養成ということで、平成１８年度から平成２２年度に、養成実績として４，２０３人の専門員を養成してきたところですが、相談支援事業所の専門員の従事状況を見ますと、平成２２年４月現在で、４２７人となっております。各相談支援事業者で、サービス等利用計画の作成された利用者数、これも１年前の数字ですが、４３１人という状況でございます。

　　今回の法改正で、サービス等利用計画の策定については、平成２４年度から３年間にかけて、障がい福祉サービス等を利用するすべての障がい者が対象になっていくことになります。ちなみに平成２２年９月の大阪府内のサービス利用者数は、サービスによって重複する部分がありますが、延べ５万５０００人という状況でございます。ですから、サービス利用計画を作成する対象は、膨大な数であるという形になります。そういう意味では、相談支援専門員の養成が重要な課題になってございます。そのため、大阪府におきましても、国がおっしゃっているのですが、民間指定事業者による養成も視野に入れて、まず量的な確保を図りたいと考えております。また専門研修も非常に重要ということで、高次脳機能障がい等に対応できますよう、資質向上を目的として、障がい者自立相談支援センター等、高度専門相談機関が連携しながら、専門研修を実施していきたいと考えております。なお、医療的ケアの関係でいいますと、たん吸引等を行う介護職員研修につきましては、今年度から国が実施する方向で現在、最終調整に入っておりまして、大阪府もそこに書いていますように、今年度、時期は未定ですが、障がい・高齢の分野で、養成研修を実施する予定をしております。

　　３点目の「市町村で対応困難な事案に対する支援」ということで、医療的ケア、高次脳機能障がい、発達障がいの問題等、大阪府として新たな支援策を今後検討してまいりたいと。これらにつきましても、特に地域医療と障がい者をつなぐ仕組みが非常に大事ですし、地域で障がい者を診ていただける医療機関の拡大といったことがいろいろな課題になってございます。　また、医療的ケア関係でいきますと、昨年、報告調査研究をさせていただいた医療的ケアの調査結果に基づいて、拠点支援センターの設置、特にニーズの高い医療型短期入所やケアホームといった新しい制度の創設等についても議論していきたいと。高次脳機能障がいについては、支援マニュアルの作成、専門研修による人材員確保を重点的に実施する必要があるのかと。ある調査によりますと、発達障がいで、日中どこへも行き場がなくて、約４５０名の方が、ご自宅でいらっしゃるという調査結果もございますので、そのような発達障がい者の支援について、今後も検討していきたいと考えております。

　　次に、７ページの「地域移行、地域定着に係る財政支援の状況」です。現在の国がどのような報酬基準、財政補助等しているかということで、まとめさせてもらっています。推進体制、地域移行・定着支援について、それぞれ現状と国予定を図式化させていただいております。大阪府といたしましては、一つには、障がい者の多様なニーズにきめ細かく対応できますよう、相談支援等について、確実な財源措置が必要ということで、国に働きかけていきたい。基幹相談支援センターにつきましても、いわゆる国は交付税措置とおっしゃっております。当然のこととして、設置促進、基幹相談支援センターの機能を十分発揮するためには、交付税ではなく、確実な財源措置が必要ではないかという形で働きかけたいと。

　　地域移行・定着支援につきましても、精神障がい者の地域移行、地域定着支援事業の中で、いわゆる地域体制整備のコーディネーター役、ケアサポーター等が担っている役割が非常に重要でして、今後ともこのようなコーディネーター等の役割が重要と考えられますので、長期入所者、施設入所者についても同様の支援が行われる仕組みとすべきという形で、国に働きかけたいと考えております。また、計画相談支援や地域相談支援と連携して、一体的に運用できる体制とするとともに、円滑に実施できるよう、必要な財源措置を講じる必要があるということで、国に働きかけたいと考えております。併せて、一番下の段に囲って書かせていただいています「障がい者自立支援対策臨時特例交付金事業」、これは平成２３年度で終了予定ですが、平成２４年度以降も、継続実施等を引き続き要望していきたい。国の予定では、法改正に伴う省令等の提示については、１０月をめどに省令案等の提示を行うと。もろもろの報酬基準については、国の予算編成の関係で年明けになるかという状況です。そのような状況ですが、大阪府といたしましては、８月中、できるだけ早い時期に、国に、こうあるべき、もしくはこのような形で改善すべきと、提言、要望を行う予定でございます。

　　以上「今後の地域移行・地域生活支援の方向性について（案）」について説明させていただきました。大阪府として、本協議会での各委員の皆さま方の意見、それから、間もなく集約される地域移行調査結果、といった内容を踏まえた新たな地域移行支援策、基盤整備に向けました支援策を策定して、できましたら来年度の予算要求前に、大阪府としてはこのような考え方を持っていますということで、各市町村にお知らせしたいと考えております。

　　その際に、例えば、大阪府障がい者自立支援協議会として、この方針に対する意見書、あるいは見解といった書面を付けて送ることが可能かどうかについても、少しご議論をいただけたらと。さらに、このような支援策につきましては、平成２４年度からの第４次大阪府障がい者計画に、当然のこととして地域移行が最重要重点課題の一つとして、引き続き盛り込まれると思いますので、その具体的な取り組み内容として計画の中に盛り込んでいきたいと、事務局としては考えております。少し駆け足での説明になりましたが以上でございます。よろしくお願いいたします。
○会長　今、事務局からご説明がありましたが、盛りだくさんな内容でございます。少し整理をさせていただいて、議論をしたいと思っております。

　　まず、１点目でございますが、市町村の自立支援協議会で、地域移行推進部会を設置してはどうかということで発言がございました。事務局に聞いてみますが、自立支援協議会は、もう市町村全部にできているのですか。

○事務局　自立支援協議会につきましては、未設置のところが２町ございます。能勢町と豊能町ですが、今年度に入りまして、直接、二つの町に出かけさせてもらって、お話させていただいております。設置について、今現在検討をしていただいている状況でございます。

○会長　はい。かねてより課題になっております。必要な人に必要なサービスを届ける仕組み、そのためには、やはり市町村単位で自立支援協議会をつくっていただきたいということをお願いしております。今年度中には、何とか目処が立ちそうだということでございます。それに伴い、この自立支援協議会の中に、地域移行推進部会をつくっていただきたいことについて、議論をいただきたいということが１点目でございます。

　　２点目は、精神障がい者の退院推進ということで、平成２４年度は、市町村が主体になって推進していただいくことについて、今、ご報告のあった提案について、市町村としても、相談支援事業所としても、あるいは関係機関として、意見があればご議論をしたいということでございます。

　　３点目でございます。これも一つの大きなポイントになるだろうと思っております。いわゆる相談支援事業、国のほうは、全障がい者に３年ほどかけて、ケアプランを作成するという方向で考えているということがございます。そうなりますと、今の体制でいいのかどうかということも踏まえて、このような必要な人に必要なサービスを届けるという仕組みづくり、人材養成も含めて、どうあるべきかをもう少しご議論いただきたい。　併せて基幹型の支援センター、これは交付税措置ですので、つくってもいいしつくらなくてもいいと。ただし、お金は市町村で面倒みてねという枠組みですので、このようなところの位置づけと、特に冒頭にございましたように、障がい者虐待防止法、権利擁護と、あるいは改正障害者基本法、合理的配慮義務、このあたりとも絡めて、どういう体制をつくっていくのかが喫緊の課題かと思っております。

　　それについて、今、大阪府としての方針が少し、このようではどうかという提案がなされたわけでございます。これについてのご意見をいただければということでございます。取りあえず、この３点でまず議論したいと思いますが、ただ今の説明で、もう少し説明してほしいとか、ここはこのようになっているとか、議論に入る前に説明を求めたい、ということがあればお伺いしたいと思います。

　　それでは、議論に入りたいと思います。それほど時間も余裕があるわけではございませんが、可能な限り議論をしたいと思っております。いかがでしょうか。

○委員　私からは、会長がおっしゃった２点目の精神障がい者の退院促進について、意見を述べさせてもらいたいと思います。

　　私どもも、ずっと精神障がい者の退院促進に携わってきたのですが、先ほど大阪府の事務局の方からもご説明がありましたように、大阪府の退院促進は、長期社会的入院をされている方々に対して、地域の関係者や支援者が病院に出向いていって、長期入院していることによって、退院する意欲をそがれている方々に対しての、退院意欲を促進したりとか、実際に地域生活を送っていただくための、地域移行のお手伝いをしたり、ということをしてまいりました。

　　主には、当事者である方々に寄り添って、本当に、日々の暮らしの設定から、おうち探しから、いろいろな身近な事柄を支援する支援員という者と、それから先ほど、コーディネーターという言葉が出てまいりましたが、ケアマネジメント従事者という名称で、ケースの全体の進行を把握して、必要なときに必要な課題の解決を図っていくようなコーディネーターという者がおります。

　　そのコーディネーターの役割というのは、個々の事例に対して、その地域移行が円滑に進んでいくための、全体的な包括というか、課題の解決を図っていくという役割があるほかに、地域移行や地域定着という、その地域の中にある問題といいますか、課題といいますか、そのあたりのところを把握して、地域全体でこの地域移行や地域定着にかかわる問題を解決していくという、課題を見つけ出すというような役割も担ってきたというところがあります。今回、国が示している法改正を見ますと、コーディネーターの役割がないのです。

　　それで、地域移行推進員ということで、支援員の役割に該当する者が設定されているのですが、コーディネーターの役割というのがなくなっております。ですので、先ほど事務局の方もおっしゃっていただいたのですが、コーディネーターの役割は、地域全体の地域移行・定着にまつわる課題というところを解決していくにも必要な人材というか、役割ですので、そこの役割の必要性を、ぜひ国のほうにも言っていただきたいということが一つ。

　　それから、大阪府としても、この役割というものが必要であるという認識は、これまでの退院促進事業で、重々ご承知いただいていることかと思いますので、大阪府として、この部分について、どのような役割を果たしていただけるのか、どのようなお考えを持って今後やっていただけるのか、ということをお聞きしたいのが、まず１点目です。

　　２点目につきましては、同じくピアサポーターの問題なのですが、私どもの支援センターにもピアサポーターがおります。一緒に病棟訪問ということをやっておりまして、実際に長期入院の方々と、一緒にその当事者の方々と退院支援を行っています。

　　よく病院の看護士さんなどから聞くお話では、長期にわたって何十年と入院されている方などに、病院スタッフの方が「退院してください」と言うと、病状が悪化することがよくあるそうなのです。ですが、ピアサポーターさんたちが、私たちと一緒に病棟を訪問して、「地域での生活ってこんなんだよ」ということを、当事者の立場から入院中の患者さんたちにお話されるということをすると、不思議なことに、入院中の患者さんが非常に自然な形で、退院というものについての会話が、私たちとできるということがあるのです。

　　ですから、よく病棟の方がおっしゃるのは、長く入院されている方は、地域での暮らしの具体的なイメージが持ちにくいことがあるので、ぜひ具体的なイメージが持てるような支援をしてくれと、そのようなことをリクエストされるのですが、ピアさんの活動、ピアさんの存在というのは、何よりも具体的なイメージだと思うのです。

　　そのようなピアサポーターの方々の役割というのは、地域移行について、精神障がい者の方について、必要不可欠だと思いますので、これについてもぜひ国に言っていただくとともに、大阪府として、これまで取り組んでいただいていたピアサポーター事業を、来年度以降どうされるのかというあたりの、お考えなどもお聞かせいただけたらと思います。

○大谷会長　ありがとうございます。では、事務局のほうでいけますか。

○事務局　お手元の資料の７ページと５ページを一緒に見ていただきたいのですが、まずは、わかりやすくいいますと、７ページのほうを見ていただきたいと思っております。上段の資料ですが、先ほどご説明させていただきました「地域移行・地域定着に係る財政支援の状況」ということで、現状としましては、国ベースで今、設定されているもの、それから右側に「国予定」、つまり平成２４年度以降の状況を併せてお示しさせていただいております。

　　この中で、大阪府のこれまでの退院促進支援事業で行ってきましたケアマネジメント従事者の活動は、この表でいいますと、「推進体制」の上から四つ目、「地域体制整備コーディネーター」の部分に当たっております。

　　それから、当事者の方々に、ご一緒の力を借りまして、精神科病院等に行っていただいて、生活体験を長期入院の方々に伝えていただくという当事者の活動、現大阪府の退院促進支援事業におきましては、ピアサポーターコーディネーター事業という形ですが、これが、表の「地域移行・定着支援」の下から二つ目のところになっております。

　　こちらに関しましては、平成２３年２月に行われました国の主幹課長会議の資料が、最新の資料になっておりまして、先ほど委員ご指摘の「地域移行支援」の部分が、個別給付化になったのですが、残りの部分、つまり「体制整備コーディネーター」、あるいは「ピアサポーターの活動」の部分に関しましては、国も大阪府のこれまでの活動実績を認めてくださっております。

　　ですから、その部分について、今回は補助事業の枠の中で、何とか取り組んでいけないかと、国の担当者も現在、悩んでいると。当然、今後の予算要求に向けて、頑張っていきたいという意向であることを、担当者レベルですが、確認させていただいております。

　　大阪府といたしましても、繰り返しの説明で恐縮ですが、右のほうに記載しておりますように、これまで精神障がい者の地域移行・地域定着の中で、体制整備コーディネーターや当事者の方々が果たしてくださった役割につきましては、非常に重要という認識を持っておりますので、今後とも、精神障がい者の地域移行だけではなく、身体障がい者の方、知的障がい者の方の施設からの地域移行においても、このシステムが総合的に維持できるような形で、財政の設定等を国に求めてまいります。また、５ページを開けていただきたいのですが、私どもも、上段の中ほど、点線のかっこ囲みの中で、このような活動に関して、何らかの方策等を、今後財政議論を含めて検討していきたい、とさせていただいております。以上です。よろしくお願いいたします。

○会長　ありがとうございます。ただ今、説明がございました。精神障がい者の退院促進のみにかかわらず、知的障がい者、身体障がい者の地域移行も併せて進めていきたいという、事務局からの報告だったかと思います。今の説明でよろしいですか。

○委員　どのようなことを行うかということの疑問が一つあります。もう一つは、意見ということで言わせていただきます。

　　一つの疑問点は、２ページの上、三つ目のマル、地域自立支援協議会は、府からの情報提供をうんぬんとあって、「地域における地域支援の整備方策等を協議し、整備計画を策定」と書いてあるのです。これが、僕自身の目から見ると、かなり突っ込んだ役割を、地域自立支援協議会のほうに投げているのではないかなと思うわけです。

　　これから障害者基本法ができて、各地域に施策委員会というものができる。そこで新たな障がい者施策について、地域での取り組みを進めていくことになるのですが、これは、地域移行についてですので、そこら辺の全体的な施策との関係というのは、どのように市町村に提示してもらうとかいうことを、きちんと大阪府としても何らかの形で説明しておかないと。

　　また、これからの地域自立支援協議会の役割が、私も地域で参加してはいますが、まだまだ曖昧な認識の中でおられる委員の方もたくさんいらして、このような整備計画の策定という、大きなものが出てきたときに、非常に意識の面でも、しっかりとしたものを持ってもらわないと、こういうものをつくっていくということにはならないかなということで、大阪府としてこの辺を今どう思っておられるのか、ということを聞きたいのが一つ。

　　意見というのは、これまでの大阪府は、地域移行の取り組みの中で、地域移行支援センターという、ほんとに起爆剤というか、この実数だけ見ても３分の１近い部分をそこが担っているのです。今回、提案されている橋渡しの部分が、これから大阪府として、このような絵を描いて進めていこうとされているのですが、当事者として、橋を渡ったあと、そこで基盤整備ができるかとても不安なのです。

　　この間、地域移行支援センターの役割が、基盤整備という意味では、非常に力があった。大阪府としては、これを、今回、やめたら終わりなのでしょうけれども、橋を渡ったあとの、暮らしを立てるための部分の施策、てこ入れを考えないのかどうか。

　　やはり私たちには、グループホームを一つつくるのでも、逡巡されているところがあるし、主体は事業所ですから、そこがやる費用を出さない限り、グループホームというのは増えていかないし、そのような意味で、橋を渡ったあとの、きちんとそこで暮らしていけるのかと、そこら辺の大阪府としての施策を、何らかの形で打ち出さないと、橋を渡す施策はできても、そこできちんとした定住する基盤が、絵が描けないと、各市町村も、具体的にこのような数を積み上げられないと思いますが、いかがでしょうか。

○会長　委員の質問というか意見ですが、まず２ページの基盤整備計画、ここまで踏み込んで書いているが、これはこれでいいのか。一つはそのような質問ですか。

○委員　大阪府としても具体的には、数値目標を含めて、そのようなことを求めておられるのか、イメージがもう一つわからない。

○会長　ということで、もう少し説明してほしいなというのが１点目。

○委員　はい。

○会長　それから、２点目は橋渡し、地域移行支援センター事業が終わると、実際に地域移行することに当たって、継続するものを含めて、その部分をサポートする体制についてどうするのかを聞きたいということですか。

○委員　はい。

○事務局　１点目のご質問の件ですが、実は資料１の４ページの上段をご覧いただきたいのです。「地域移行支援・地域定着支援体制のイメージ図」ということで、市町村のほうの自立支援協議会（地域移行推進部会）の下の業務内容ですが、部会としましては地域移行・地域移行者数の把握、地域移行計画の策定、地域移行の進捗管理といった業務を担っていただけないかと。併せて、地域移行・地域定着支援を相談支援事業者で実施されていく中で、例えば、地域の資源が十分でない、だから、なかなか地域移行を進められない、といった、そのような課題が当然のこととして出てまいります。その内容について、地域移行推進部会にご報告いただいて、やはり部会として、関係機関、関係者が集まっておられるわけですから、課題の把握、要因分析、それと具体的に基盤整備を進めていくための方策の策定なども、この部会で担っていただく、そのような時代になったのかと考えております。

　　これまでは、いわゆる個別に対応した支援会議を通じて、関係機関のネットワークの構築に向けて活動してきていただいているのですが、今後は具体に、地域移行・地域定着支援を進めるために、基盤整備に向けた方策を検討いただいて、計画的な整備計画を作っていただいたうえで、市町村にこのような計画を進めたらどうかと提言をいただくと。市町村のほうは、そのようなご意見を踏まえて、福祉計画を策定していくという考え方で、今後は進めていかないと、なかなか基盤整備が進まない、かくして地域移行が進まないと、大阪府も考えておりますので、このような表現の仕方をさせていただいたところです。

○会長　はい。よろしいですか。はい。ほかにいかがでしょうか。たぶん皆さん、ご意見がいっぱいあるかなと思っておりますが、議題のほうがまだたくさん残っております。時間がどうのこうのということもあるのですが、なかなか言いにくい場合もあろうかと思います。一応、書面で、もしお気付きの点とか、これ以後で結構でございますが、あればお出しいただくというところで考えたいと思いますが、あともう少し、重要なポイントですので、議論があればお受けしたいと思います。いかがでしょうか。

○委員　あと一点、よろしいでしょうか。

○会長　はい。

○委員　この２ページと３ページ、自立支援協議会と相談支援の両方に少しかかわってくる、退院促進にもかかわってくることなのかと思うのですが、質問と少し確認をさせていただけたらと思います。

　　３ページの二つ目、下の段の「市町村における相談支援体制の充実・強化（２）」というところの１個目の黒四角のマルの二つ目、「事業者等による施設や病院への継続的な働きかけ」の、二つ目の矢印のところなのですが、「『指定特定・一般相談事業者』は、精神科病院、市町村、保健所、支援関係機関の協力を得て、入院患者に対する働きかけ等を行い、・・・」というところです。これは非常に難しい、困難なことだと、私は思っております。なかなか一相談支援事業所が、大きな精神科病院に対して、退院をさせる患者の選定に意見を物申すということは、今現在、実際に行われていることではないのですね。とても難しいことだと思っております。それをこのように「協力を得てサービス利用計画を策定しなさい」とさらっと書いてあるのですが、これは実際に本当にできるとお考えなのかどうかというところと、あともう一点、２ページのところに、保健所の役割について触れているところがあります。

　　今まで退院促進事業では、地域の私どものような相談支援事業所と保健所の相談員さんがチームを組んで、病院に働きかけを行って、退院促進事業を進めてまいりました。その際に、窓口となっていろいろな交渉ごとを、やはり病院との交渉ごとをしてくださるのは保健所だったのです。先ほども申しましたとおり、一民間の相談支援事業所が、病院に対して、入院患者のことで何か物申せるということは、これはもう現実としてはあり得ないことなのです。ですから、保健所の公的な立場の方々が、退院促進事業というものを用いながら、病院と交渉を行い、窓口となって、このような精神障がい者の地域移行ということに取り組んできたのです。

　　これまで、そのような状況があった中で、２ページで「協力支援を行う」というように書いてあるあたりとか、「保健所の方が働きかけの協力をして」と書いてあるのですが、これが、私には、具体的にどのような協力をしてくださるのか、どのようなことなのかということが全然、この文章だけではわかりませんので、少し具体的にお話をいただけたらと思います。

○会長　そのあたりいいですか。

○事務局　委員のご指摘のところですが、二つ合わせてご回答させていただきたいと思います。　委員ご指摘のとおり、これまで大阪府の精神障がい者の退院促進支援事業では、大阪府の保健所が事務局となりまして、自立支援促進会議というネットワーク会議を開催し、そのネットワークを使いながら、病院への働きかけとともに、対象者の方々の地域移行を支援させていただいたという経緯がございます。

　　今回のこの資料にも、特に２ページの下の段ですが、「府域自立支援促進会議（廃止）」ということで、左のほうに矢印がいっております。言葉上は、「協力支援を行う」という表現になっておりますが、実際は保健所がこれまでどおり、これまでのネットワークの実績、成果を、新しい自立支援協議会という枠の中に、きちっと統合をさせていただいて、その中でも公的機関として、保健所が指導的といいますか、先導的な役割を当面の間、果たしていく形で考えております。ただ、表現としましては、「協力支援」という形にはなっておりますが、その部分についてはご理解をいただきたいと思っております。

○会長　はい。ただ今、事務局からの報告でございました。よろしゅうございますか。

○委員　そうですね。少し時間の関係もあると思いますので。ありがとうございます。

○会長　そうですね。詰めていかなければいけない部分も出てくるかと思います。はい、ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。時間があれば、本当は１人ずつご意見をお伺いするということだと思うのですが、残念ながら時間がございません。また、皆さんのご意見等もあろうかと思いますので、そのあたりまたあれば、事務局に書面で、ファクスでも、メールでも結構でございますので、お寄せいただければと思っております。

　　あと一点、委員長提案で申し訳ないのですが、これからの人材養成というところで、６ページを開けていただけますか。ケアマネジメント従事者は、これまでで約４，０００人養成しております。現状は４００人少しというところで、これからの相談支援体制のあり方で人材養成をどのようにしていくのか、という仕組みが求められてくるだろうと思っております。

　　イギリスの、いわゆるコミュニティケアの中では、リージョンセンターの職員が、そのような裁量権を持ちながら、相談支援を行う、という枠組みの中で行われているわけです。裁量権は持たないにしても、必要なサービスを、相談に乗って、そしてプランを作るという、そのような人材のあり方を含めて、検討会を早急に立ち上げさせていただいて、このケアマネジメント従事者のあり方を少し、研修体制も含めて、近々に考えたいと思っております。一応その検討会を立ち上げたいと思いますので、皆さんのご意見等があればお伺いしたいと思いますが、いかがですか。

○委員　検討会議は、どのような立場でということでしょうか。自立支援協議会に関連してということになりますでしょうか。

○会長　一応、仕組みづくりみたいなものを、一定、オーソライズしていく必要があるだろうというように思っています。いわば民間事業者と書いていますが、本当に民間事業者のままでいいのかどうかも含めて、そこら辺の質ということが一つ大きな課題だろうと思っています。特に、近々の課題としては、そういう現任者も本当に相談に乗れるのか、あるいは、ケアプランが作れるのか、というところも含めて、少し検討をしていく必要があるかと思っております。

○委員　確かに、人材養成はとても大事なのですが、人材養成を担うまた人材の確保も、とても大事なところだと思うのです。そこら辺がまだ大阪府としては、きちっと組織化もされていない。全国的には、そのようなところが組織化されて、人材養成なり、スキルアップなりを担うことを実施している都道府県はありますので、大阪府としても、今後どうするのかということは、きちんと検討していかねばらない時期に来ていると思います。それの前段階として、検討会議をするということであれば、どのような立場でやっていくのかを、皆さんからまたご意見を聞きながら、始めていかねばならない時期に来ているかと思っています。

○会長　はい。いかがでしょうか。

○ＡＤ　ガイドラインワーキングで、相談支援のガイドラインの作成検討をやっているわけですが、それとの関係が、人材養成もガイドラインである程度、相談支援のあり方みたいなものは、そこで示されるわけですから、そちらとの関係はどうなるのかなと思うのです。ただ、この前のガイドラインワーキングのときにもアンケートを見ていたら、やはりアセスメント、情報収集はできるけれどプランニングができていない、情報収集をやっているところはほとんどやっているので、アセスメント表を埋めているけれど、そこからプランに移しているところが少なかったという事実を考えると、質の問題とか、研修の問題というのは、検討しなければいけないだろうと思います。

○会長　はい、ありがとうございます。いかがですか。

○ＡＤ　はい。いや確かに、人材育成も非常に大事なところでして、各市町村の協議会でも課題になってきているのです。当然、各相談支援事業所の職員にも移動がありますので、移動したあとの市町村の相談支援体制をどう機能していくかは、各市町村で課題になってきていますので、当然、その人材育成について市町村単位でも考えていく市町村も出てくるかと思いますので、その大枠として、大阪府として検討していくのは大事なことかなと思います。

○会長　はい、ありがとうございます。その従事者をつくる、その枠組みもつくっていかなければいけないので、そこのところも踏まえながら、そうしていただきたいと思います。

○委員　先ほど発言あったとおり、それからアドバイザーからも発言ありましたが、例えば、ケアマネジメント推進部会が一方で部会活動していまして、そちらのほうで人材育成や研修だとか、その辺をどう組んでいくのかと。直近の課題となっていますのは、今もご発言がありましたが、まずはこのガイドラインを示しましょうと。専門的な相談支援をやっていますよ、と言いながらも、本当に質がばらばらであったりとか、用語そのものも、使っている用語は同じなのですが、指している内容は全然違っていたりとかで、そういう意味では全体の質を上げていくことが必要だと。

　　その前提として昨年度、実際に事業所に調査をして、その結果を踏まえてガイドラインの作成をしているわけですが、部会での検討事項ということと、今、会長が発言されている検討会、それを全体会の中での、もう少し先まで見越したような大きなところでの検討をする内容になるのか、もう少し具体的な、例えば、推進部会でやっている中身を、もう一度ここでオーソライズするような位置づけでするのか、そのあたりを少し、ここで明確にして進めていくほうがいいのかと思います。

○会長　はい、ありがとうございます。私の提案でございますので、まだ十分こなれていないところもあるかと思っております。これを踏まえる形で、どのような養成研修、ケアマネジメント従事者をどのような体制で、どのような人がつくって担っていくのかということです。ここのところを、まず検討をして、現任研修のスキルを、スキルアップと言うのですか、ブラッシュアップと言うのですか、そういう仕組みは近々にいるだろうと思っておりまして、今はつくりっぱなしで、あとブラッシュアップ研修とか、圏域ごとにやっていただいているのですが、ここを大阪府として統一的にどのような仕組みを持っていくのかというところを、少し検討させていただければという形で思っております。６ページの人材養成のこのあたりについては今こなれていないところもございます。少し検討させていただいて、また、皆さんのほうにメールなり、何なりの形で提示させていただければと思っております。

　　議題１について、もう一点、各地域の自立支援協議会の今後の方向性ということで、これを、文書提示をしていいかどうかについて議論いただきたいと、事務局からの報告でございますので、このあたりについていかがでしょう。私は、いいと思いますが。何かご意見があればお伺いします。よろしいですか。

○委員　すみません。一点、申し訳ございません、質問。いただいている資料６ページの、先ほども出ました相談支援専門員の研修体系の中で、コース別専門研修がございまして、重症心身障がい（医療的ケア）とか発達障がい、専門的なコースの記載がございますが、そちらの下のところに触法障がい者の記載がございます。これは、医療観察法とはまったく別というイメージのコースですね。

○事務局　この触法障がい者というのは、委員のご指摘のとおり、現在は医療観察制度という、重大な加害行為をした障がい者のための、医療と福祉の制度が成り立っておりますが、昨今様々な、精神の分野だけではなくて、知的障がい者の方であるとか、そういう方々の法を犯したその後のケアについては様々な取り組みがされているところでございます。そういう意味で、現場のいろいろな声を聞いておりますと、必ずしも触法ということではないですが、そのような状況に残念ながら置かれた方々に対するきちんとした支援を、地域でやっていく必要があるという声も上がってきておりますので、そういう意味で、今後の地域の幅広い相談活動の中では、やはりこのような視点が非常に重要になってくるのではないかということで、あえてこの中に入れさせていただいているということで、ご理解をいただきたいと思っております。

○会長　よろしゅうございますか。

○委員　はい。わかりました。ありがとうございました。

○会長　国のほうも触法といいますか、地域定着支援センターを大阪府でも１カ所つくっております。この方々の地域に戻ってこられたときの支援という意味も含んでいるのかなと思っておりますが。ほかに特にないようでしたら、これは別に送っていただいて問題はないと思いますので、よろしゅうございますね。はい。議題１については終わりまして、あとは報告になるかと思っております。また皆さんのご意見をお伺いしたいと思います。

　　まず、議題２「医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の地域生活支援方策に係る調査研究事業について」、報告のほう、よろしくお願いいたします。

○事務局　お手元に緑の冊子とブルーの冊子がございまして、これは調査の報告になりまして、ブルーのほうはデータ集ということで資料になっております。それ以外に２１ページの概要版、印刷物がございまして、時間の関係もございますので、本日は、配付資料２のＡ３の１枚でご説明をさせていただきます。すみません、座らせていただきます。

　　この事業は、医療技術が進歩する一方で、医療的ケアのニーズに対応できる事業所等が不足している状況から、重度の障がい者の方、医療的ケアが必要な方の在宅支援がなかなか難しいという課題がありまして、実態調査をさせていただきました。国の補助事業を活用させていただきましたので、検討期間が平成２２年９月から平成２２年度３月末までです。大谷会長はじめ、地域支援推進部会の検討ワーキングの中で、各委員のご協力をいただきまして、１０回にわたりご議論をいただきまして、このような内容の濃い調査報告書が出来上がりました。

　　調査は、Ａ３の資料に沿って説明させていただきますが、対象は在宅の重度心身障がい児（者）ということで、身体障がい者手帳１級または２級と療育手帳Ａの両方を所持されている方を対象として、在宅の方を調査いたしました。

　　この中で明らかになったことは、主な介護者は、圧倒的に母親の方、お母さんが７１．８％で、常に子どもさんの介護をされていて、母子介護というのが求められている状況です。医療的ケアの内容につきましても、重症心身障がい児施設の入所者の９割が年齢超過児で、新規の入所がなかなかできない、ＮＩＣＵの長期入院をされて、退院をされても受け皿がない、というところで、在宅でかなり、重症心身障がい児施設と比較して、濃厚な医療的ケアを必要としている障がい児（者）の方が多いという実態が明らかになりました。

　　利用しているサービスは、もちろん「医療機関の受診」が多いということと、ショートステイの利用率も増加しているということです。必要とされているサービスは、子どもさんの間は短期入所の事業所、大人になられたら、生活の場ということで、日中活動の場、ケアホーム等を求められているところでございます。

　　事業者に関しましては、訪問系と通所系のサービスの事業所、２，８７０事業所に対して調査を行わせていただきました。医療的ケアに対応できる事業所はまだまだ不足している状況でございまして、中でも、子どもさんに対してのサービスは、医療的ケアということで、リスクも多いので、サービスの提供をしていただける事業所が少ない状況でございます。

　　訪問看護ステーションにつきましても、７４％の訪問看護ステーションが、医療的ケアが対応可能と回答をいただいているのですが、業者の状況といたしましては、大人の方に対してのサービス提供が多く、子どもさんに対してはまだまだで、今後、必要であるということが出ております。

　　ケアホームに関しましては、本当に医療的ケアに対応できる事業所は非常に少なく、21法人でした。その中でも、服薬管理が主でございまして、それ以外の医療的ケアに対応できる事業所は、まだまだ少ない状況です。

　　重症心身障がい児施設の入所者、５６８名に対して調査もさせていただきました。50歳以上が３５％、入所期間31年以上が２１％、年齢超過児１８歳以上の方が、９割という状況で、新たに子どもさんが、ＮＩＣＵの退院促進事業を健康医療部でもされおり、年々退院促進で在宅に戻られる方も多いのですが、重症心身障がい児施設になかなか入れない状況です。地域移行も本当にできる方は、なかなか難しいと思うのですが、重症心身障がい児のあり方ということで、施設のあり方も検討しながら、重症心身障がい児施設での地域移行の方策も、考えていかなければいけないということが、浮かび上がってきております。

　　課題は右のページに書いております。「相談から援助までの一貫した支援体制が不十分」ということで、乳幼児のときは医療機関とか、保健所とか、在宅医療推進事業等ございまして、医療のかかわりはありますが、そのあと学齢期に来ますと教育の関係等、あと大人になられますと地域の福祉の関係ということで、そのライフステージに応じた一貫した支援体制が、もっともっと整備される必要があるということと、社会支援、重症心身障がい児者が地域で生活されるためには、社会支援がまだまだ不足している状況が明らかになっております。

　　人材育成も医療的ケアができる人材の不足がございます。また先ほど申し上げました重症心身障がい児施設のあり方ということで、今後果たすべき役割についても、検討が必要ということと、医療的ケアが必要な方のケアホームというのは、本当に看護体制を整えなければいけませんし、訪問看護ステーション等、福祉の連携ということで、在宅生活をしていくためには、いろいろな支援方策を考えていかなければいけないということでございます。

　　基本的視点として「地域社会に７つの機能の具現化」のご提言をいただいております。「２４時間、３６５日必要な時に相談できる相談支援機能」、「必要な介護が利用できる介護支援機能」、「日中活動の支援機能」と、それから「医療提供機能」、「保健サービスの提供機能」、「住機能」、「生活機能」ということで、三つの視点で、具体的には四つの項目のご提言をいただいております。

　　「ライフステージに応じた相談支援体制の整備」ということで、医療・教育等関係機関と連携し、各市町村の自立支援協議会が中心となって、継続性、一貫性がある相談支援体制を早急に整備すべき、また「かかりつけ相談員」の制度化を検討すべきと。「地域生活支援体制の整備」につきましては、入所（入院）機能に加え、地域生活支援機能（７つの機能）を併せ持った「拠点施設」を医療福祉圏域（６圏域）ごとに設置し、総合的・一体的サービスを提供。併せて、同一圏内の介護支援・看護支援・日中活動支援の機能強化のための研修、専門的、技術的な助言等を実施することにより、支援体制の整備促進を図るべき、というご提言をいただいております。

　　これにつきましては、「７つの機能」までは併せ持っていませんが、大阪府ではシステム整備事業ということで、６圏域に拠点施設を指定させていただき、圏域の市町村と合同で三者会議を開き、生活支援方策等を含めて検討しているところでございます。

　　ヘルパー等介護職員がたん吸引と医療的ケアができるような法整備は、先ほど事務局から、国のほうも制度化を検討されているということで、少し進んでいると言っておりますが、報酬基準の改善等、国に働きかけるべきことはございます。

　　大阪府としても、医療機関での短期入所実施や、空き室情報の集約等、必要な支援策を検討すべき、子どもさんも対象とする訪問看護ステーションの拡大、また医療機関等による保健医療研修を充実すべき等、いただいております。

　　「かかりつけ医」確保のために医療機関等と連携した研修を充実すべき。「地域生活を支える人材養成」といたしましては、安定した人材確保が可能な報酬基準に改善するとともに、養成のための研修体制を充実すべき。「重症障がい児施設のあるべき将来像と地域生活への移行促進体制の整備」ということで、地域生活支援機能を併せ持った「拠点施設」の役割を果たすべき、訪問看護等医療と連携した医療的ケア機能を併せ持つケアホームを整備すべき、自立訓練や体験利用など、施設入所者の特性を配慮した地域移行支援策を講じるべき、というご提言をいただいております。

　　大阪府としましては、このご提言を踏まえまして、今後、制度改正とか報酬の改定とか、国に要望すべきこと、大阪府として施策の構築を検討すべきこと、各市町村の地域の自立支援協議会にお願いしていくべきこと、ということで三つに分けまして、今、大阪府障がい福祉室内で検討を進めているところでございます。簡単ではございますが、終わらせていただきます。

○会長　ありがとうございます。ただ今、重症心身障がい児の医療的ケアを巡る地域生活支援のあり方について、報告がございました。また、皆さんにはお手元の資料を読んでいただきながら、これについてのご意見をお寄せいただきたいと思っているところでございます。実際やってみて、サービスが届かなくて孤立している、もう本当に親が一生懸命、それこそ骨身を削ってやっている、という実態が明らかになっております。ぜひ読んでいただければと思っております。ご意見をお寄せいただきたいと思います。本当は聞かなければいけないのですが、ご意見等ありましたら、また、おっしゃっていただきたいと思います。最後にお伺いします。

　　それでは３点目、「相談支援ガイドラインの策定について」ということで、ご報告をお願いいたします。

○事務局　先ほどの議論の中でもあったのですが、現在、障がい者相談支援ガイドラインの策定を進めていますので、現在の取り組み状況をご報告いたします。資料３になります。

　　ガイドライン策定に向けた取り組みにつきましては、７月２９日に第２回のガイドライン作成ワーキングを開催いたしました。このワーキングでは、昨年度実施いたしました相談支援のアンケート調査、相談支援事業所にアンケート調査を行いまして、その報告とそれを踏まえたガイドライン骨子（案）、枠組みについてご意見、ご議論をいただきました。資料３がそのときのワーキングでお示しいたました骨子（案）になります。

　　ワーキングの場では各委員から、自立支援法が改正されて、今後新しい制度が始まろうとしている今の時期に作成すると一定混乱を招くのではないか、もう少し時期を見て作成をしたほうがいいのではないか、という意見もございました。一方で、相談支援の理念とか、ケアマネジメントの理念、手法はそう変わるものではないと、先の相談支援の調査でも、先ほどご意見があったのですが、アセスメントをしているにもかかわらず、それを踏まえた個別支援計画が作られていない傾向もありまして、そういう計画作成ノウハウを広めていくための何らかの取り組みが、必要ではないかということもございます。

　　それから、現場で使う用語の整理とか、使われる様式は、現場ごとに、それぞれ違ったものが使われている部分もございますので、そういうものの一定の整理は、できるだけ急ぐべきではないか、ということもご意見としていただきました。新しい制度を待っていると、結局は時代遅れのものしかできないというご意見もございましたので、これらのご意見も踏まえまして、構成として、ケアマネジメントの理念とか手法の部分、それと法制度やそれに基づく手続き的な部分を、一定区別していきたい、今後変わるであろう、またもう少しすれば枠組みが見えてくるであろう法制度の理念については、できるだけ反映していこうと思っています。

　　今後、ワーキングの場でした意見を踏まえまして、事務局において、資料３として配付させていただきますこの部分は、そのときのワーキングの場で配付させていただいたものですが、それをいったん少し修正させていただいて、あと各委員の認識共有のためにも、用語の整理とか統一は、一応ガイドライン作成の前提となるということもございますので、その辺、事務局でたたき台を作成させていただきまして、あらためて審議するという形になっております。これも踏まえましてワーキングで作成いたしまして、年内をめどに取りまとめをしたいと、そのようなことで進めていきたいと思っています。

○会長　ありがとうございました。今「相談支援ガイドラインについて」のご説明がございました。委員長としては、スピーディーに対応していただきたいと思っております。このガイドラインは２年がかりではなかったですか。これでは困るなという思いがあります。特に今後、制度が変わるわけで、全障がい者ということになったときに、このスピードではとても体制はとれないだろうと。やはり、そこら辺のスピード感を持って取り組んでいただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。

○委員　一つだけいいですか。

○会長　はい、どうぞ。

○委員　当事者として気になるのは、ロールモデルとしての役割、あるいは当事者本人、障がい者本人だけではなくて、やはり家族も含めたロールモデルも、どこまで相談支援従事者が、当事者のために、家族あればまたあれですが、そうでない人もいるわけですから、そのような人材との連携をきちんととっていくなり、やはり当事者の意義を明確に書き込んでほしいと思うのですね。これも少し僕としての意見です。

○会長　委員からガイドラインを出すに当たっては、当事者の意見、あるいはピアカウンセリングを含めて、当事者の意義というものを盛り込んで、当事者が当事者の相談に乗ることの意義についても、一定入れていただきたいということですね。これは別の委員がおっしゃっていたことと連動していますかね。少しそのようなことも考えていただければということで。これは要望でよろしゅうございますか。はい。検討いただきたいと思います。

　　それでは、「第３期大阪府障がい福祉計画の策定について」、事務局からご説明をお願いいたします。

○事務局　それでは「第３期大阪府障がい福祉計画の策定について」ご説明させていただきます。

　　資料４－１をご覧ください。障がい者に関する計画としましては、障がい者基本法に基づきます障がい者計画と、障がい者自立支援法に基づく障がい福祉計画があります。障害者自立支援法８９条第５項では、先般の法律の改正によりまして、自立支援協議会が法的に位置づけられたということと、都道府県は障がい福祉計画の策定あるいは変更する場合には、自立支援協議会の意見を聴くよう努めるとの規定がなされたところでございます。この規定自身は平成２４年の４月１日から施行になります。しかし、厚生労働省の見解としましては、施行前ではあるが、福祉計画を策定する場合は自立支援協議会の意見を聴くことが望ましいとしております。

　　計画（案）にありますように、新しい障がい福祉計画は、平成２４年度から平成２６年度まで、３カ年の「第３期障がい福祉計画」として、別途、「第４次大阪府障がい者計画」と同時期に具体的に策定をするとしております。本府としましては、「第３期大阪府障がい福祉計画」の策定に当たりまして、当協議会のご意見を伺いたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。それでは障がい福祉計画のポイントについてご説明をしたいと思います。

　　資料４－２をご覧ください。これが現行の「第２期大阪府障がい福祉計画概要」でございます。まず左側ですが「計画の策定の意義」としまして、策定趣旨では、障害者自立支援法により、障がい福祉サービス提供主体を住民に最も身近な市町村に一元化をし、障害自立支援法に基づき必要な地域サービスが地域で計画的に提供できるよう、都道府県、市町村に障がい福祉計画の策定を義務付け、ということでございます。

　　この福祉計画では、地域における障がい者の方々の実情やニーズ等を十分に把握し、結果を踏まえ、地域移行の数値目標や必要な障がい福祉サービスの見込量を設定する、となっております。

　　次に「計画の位置づけ」ですが、国の基本指針に即して、都道府県は広域的な観点から区域設定を行い、府内市町村の数値目標、サービス見込量等を設定、としております。また、現在の第３次大阪府障がい者計画（後期計画）は、第２期障がい福祉計画の内容を含むことから、数値目標の実現方策や見込量の確保方策等を一体的に記述しているところでございます。この計画では、期間は平成２１年度から平成２３年度の３カ年ということでございます。

　　「区域設定の考え方」ですが、障がい福祉サービスでは、できる限り利用者の方にとって身近な地域に提供されることが必要であります。障がいに関する給付の実施主体も、市町村に一元化されたことから、サービス提供に関する最小単位は、市町村区域にしております。一方、サービスの内容によりましては、利用者が少ないとか、サービス供給基盤を確保できていないといったこともございます。近隣の市町村を含めた一定の広がりのある区域を設定する必要もありますので、サービスの種類別に応じまして、三つの区域設定を行っております。

　　訪問系サービスなどは市町村区域としつつも、入所サービスにつきましては大阪府全域、生活介護などの日中活動系サービスにつきましては、政令市、中核市を一つの圏域にするほか、それ以外を大阪府保健所の所管区域、障がい保健福祉圏域として、それを単位にサービスの確保を図っているところでございます。

　　次に、資料の中ほどの「地域生活及び一般就労への移行目標」に移らせていただきます。

　　まず、「入所施設利用者の地域移行」につきましては、国が定めます基本指針を上回る２５％の数値目標を大阪府は掲げています。平成２２年度前で２１．１％、進捗率にして８４．５％でございます。また、入所施設利用者数の削減につきましては、これも国の指針を上回る１２％を目標に掲げていまして、現在１２．８％と目標を達成している状況になっております。

　　次の「入院中の精神障がい者の地域移行」につきましては、これは受け入れ条件が整えば、退院可能な精神障がい者数を１，９０８人という目標を掲げております。平成２２年度前の実績は１，８８２人で、進捗率にして９８．６％と着実に進んでいるところでございます。

　　続きまして、「福祉施設からの一般就労」につきましては、記載のとおりの数値目標を掲げております。例えば、福祉施設からの一般就労者数は、平成１７年度の福祉施設からの就労者２０４人ですが、これの４倍に当たる８００人を目標に掲げております。平成２２年度実績では５９４人となっています。

　　その下の就労移行支援事業の利用者数につきましては、施設利用者の２割、３，６００人を目標に掲げております。これにつきましては、現在、利用は進んでいるものの、就労に結びつけることができなかった利用者数が約４分の１あるということで、課題と認識をしているところでございます。一番下の授産施設等におきます工賃水準ですが、これは平成１８年度水準の２倍、１６，０００円を目標としております。平成２２年度実績では９，２４４円にとどまっております。平成２２年度の全国水準はわかりませんが、平成２１年度までは全国４７位でございます。

　　続いて右側に移りまして、これは「各年度の指定障がい福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの見込量」でございます。これを国の基本指針に掲げてある事業についての見込量ということでございます。見込量につきましては、市町村の見込量をくみ上げた形になっております。

　　居宅介護等の訪問系事業では、トータル１カ月あたり６９１，１５２時間と見込んでおります。短期入所、ショートステイでは１カ月あたり２３，００５人日（にんにち）を見込んでおります。

　　日中活動系では生活介護、自立訓練、就労移行支援、それと労働法規が適用されます就労継続支援Ａ型、非適用の就労継続支援Ｂ型、障害者自立支援法の一部改正によりまして、次は児童福祉法に根拠が移ります児童デイサービスなどが該当しております。

　　また、居住系事業としましては、グループホーム、ケアホーム、施設入所支援などが該当しております。またサービス利用計画作成にかかります相談支援についても見込量を掲載しております。

　　その下は「大阪府地域生活支援事業」の見込量ということで、大阪府の地域生活支援事業の必須事業であります発達障がい者支援センター運営事業、高次脳機能障がい支援普及事業などを掲載しております。その横は「市町村地域生活支援事業」で、障がい者相談支援事業の実施箇所数とか、地域自立支援協議会の設置の有無などについて掲載をしております。

　　資料４－１に戻っていただきまして、資料の右側になります。「第３期障がい者福祉計画の策定」をするに当たりまして、踏まえるべき国の基本方針はまだ策定はされておりませんが、「国の考え方」という現時点の考え方は示されております。「基本理念等」としましては、必要な時点修正はしますが、指針の基本的な理念・基本的な考え方、計画に定める事項等は変更しない、というように国は申しております。

　　「数値目標の設定方法」につきましては、下の表の数値を基本としつつ、実績及び地域の実情を踏まえて設定をし、すでに数値を上回る都道府県等は、さらに高い目標数値を設定する、ということでございます。

　　退院可能な精神障がい者の減少、あるいは就労関係の多くの項目につきましては、８月末をめどに国において検討中ということでございます。大阪府としましても国の基本指針に沿いまして、数値目標を設定していくことで考えております。この中で、施設入所者の地域移行につきましては、国の指針ではこれまでの１割以上から３割以上に引き上げる。入所者数の削減につきましては、７％以上から１割以上に引き上げる予定になっております。

　　大阪府におきましては、先ほど申しましたとおり、国の指針よりも大きい、高い数字を掲げております。次期計画では施設等対象にしました実態調査等の結果を踏まえまして、国の示す数値を上回る目標数値を設定していくことになると思っています。

　　なお、第３期障がい福祉計画では、市町村が地域移行に、より主体的に取り組んでいただくことになります。この前と異なり、障害者自立支援法の改正によりまして、相談支援体制を充実させるということで、個別給付化が実現するプラス面がある一方で、大阪府の地域移行支援センター事業が終了するといったことや、先ほどからご議論がありますコーディネート機能でありますとか、施設へのアプローチといったことについて、市町村が主体的に取り組んでいくという、新たな課題があることでございます。退院可能な精神障がい者の減少につきましても、同様のことが言えております。

　　一番下にあります障がい者就業・生活支援センター事業につきましては、現行計画では目標数値は掲げておりませんが、就労支援につきましては、地域移行と並んで現在の計画でも、最重点施策と位置づけています。次期の計画の中でも、就労支援、職場定着支援が、重要な課題であるという方向性が今、示されているところでございます。このようなことから、何らかの数値目標を設定していきたいと考えております。

　　地域移行、退院促進でありますとか、就労支援といった重要な課題に、市町村が主体的に対応していただくという点から、先ほどから申し上げます自立支援協議会の機能強化が必要と考えております。市町村におきます体制整備等を働きかけていきたいと考えております。

　　資料の左下の「計画策定に向けた今後の予定（案）」に記載のとおり、障がい福祉計画（案）を策定、公表しまして、時期的には平成２４年１月から２月ごろの予定を考えておりますが、自立支援協議会を開催させていただきまして、計画案についてご審議をいただきたいと考えております。その後、３月末までに計画を策定したいと考えております。説明は以上でございます。

○会長　ありがとうございました。第３期障がい者福祉計画、第２期の進捗状況も含めて報告がございました。時間も押しておりますが、何かこの点について、ご質問、ご意見等ございましたら、お伺いしたいと思います。いかがでしょうか。特にございませんか。

○委員　就労系の大阪府の目標はこのままいくと、また次の計画も目標達成が無理に近いような感じがするのです。特に就労継続支援Ａ型が、何千という数値が出ていますが、そこはないより、あり得ないかと思います。大阪府として、この辺少し数字的に、国の数値設定は問題あると思うのですが、大阪府として、この辺どうしていくか少し考えてほしいと思うのです。それだけです。

○会長　少し答えていただけますか。

○事務局　まず、自立支援協議会で障がい福祉計画を議論することは、たぶん今までと違いまして、さらに加えて、今おっしゃったような就労の話というのが、少し議題になってくると、こういう理解だと思いますので。

　　今おっしゃいましたのは、就労の関係の目標で、到底達成できないものがあるということで、目立ちますのは工賃が非常に低いことと、就労継続支援Ａ型が非常に少ないことであります。後者につきましては、やはり考え方としては、おそらく障がいのある方の特性に応じて、まず一般就労できる方は一般就労を目指す。従って就労移行支援事業というのを受けていただく、あるいはそこで訓練受けて一般就労できればするし、もし福祉事業所で作業をする、あるいは働くということであっても、できれば雇用契約を結ぶ形で、最低賃金も確保してやっていくのがいいだろうというのが、就労継続支援Ａ型です。

　　それも難しい場合、それでもやはり働くことを確保して工賃をもらっていこうというのが、就労継続支援Ｂ型なのです。従って、その方のアセスメントによって、できるだけその方の能力とか、意気込みとか、そのようなことをかなえるような場所というところに、行ける仕組みをつくっていこうということは重要だと思います。

　　就労継続支援Ａ型は、雇用契約を結ぶということがありますので、事業所からすると非常につくりにくい、最低賃金も払うということを、確保するという事業を展開しなければいけないので、非常にハードルが高いということがあって、現実は進んではいないのですが、当事者の方々の、どこでどのような生活をしていただくかということを考えると、大阪府としても、国においても、市町村においても、そういうサービスを確保していくことを、ぜひ考えていただきたいと思います。

　　難しいハードルがある面については、国に要望すべきものは要望するし、大阪府として市町村と相談できることは相談していきたいということであります。平成２４年１月から２月にかけて再度こちらにお示しをいたしますので、またそれをご覧いただいて議論いただければと思います。

○会長　はい。委員がおっしゃっているのは、高い数値目標を立てても実現できないのであれば、何か原因があるのだから、そこをきちんとサポートする仕組みをつくったうえで、数値設定をしてほしいという、たぶんご意見であったろうと思っております。

○委員　この第３次計画の実現できなかった要因というか、その分析をきちんとしたうえで、また数字を立てていただければ、より具体的な数字が出てくるのではないかと一つは思います。それと、国の目標設定の段階というのは、一般の人たちも比較的就労も進んでいるような時点で、今は有効求人倍率、一般の人も非常に低い数字の状況になってきていますので、それに合わせて障がいのある人も、昔の数字のように何倍というのはかなり厳しい数字になりますので、現時点の有効求人倍率なども想定しながら、それを係数として数字を少し柔軟に現実的なものに変えていく作業が一ついるのではと思います。

　　もう一つは、先ほどのサービス利用計画のプラン作成の分野におきまして、就労系の人たちに対する施設利用、訓練給付に関する支援計画というか、そこら辺のところが少しできていない状態で、空いているから就労移行というところにどんどん入っていかれたのですが、本人さんがその就労に対するどれぐらい心構えがあるのか、そのようなアセスメントの部分が欠いた状態で利用されていますので、その前にやはり働きたいという人は就労移行、あるいは、そうでなければ生活介護とか、そのような割り振りをきちんとしたうえで進まれたら、そのまま就労まで持っていくような個別支援計画を各施設で立てられて、それの目標値を２割以上で実現させるような方向ができてくると、もう少し数字も現実的になるのではないかと思います。

　　それともう一つは、離職の数字が全然出てこないので、今まで何人就職したかは数で出てくるのですが、４月当初で就職されても５月、６月に辞められたら、その数字は全然反映してきません。ですから、就労を継続していくうえでの具体的な半年後とか、あるいは１年後の就職継続数字とか、そういうものを設定していただく。それは地域でも生活部分が比較的安定している状況ですと、就労も継続されるのですが、地域生活でいろんな不安な要因が広がってきますと、いろいろなことがきっかけで離職してしまったりしますので。そういう意味でも、地域生活というか、先ほどの地域移行の定義を、病院からあるいは入所施設から、地域に戻すだけではなく、今在宅の人が非常に多いので、そういう方々が地域の機関とつながるような、そのような具体的なイメージというか、それを設定していただく。ただ施設からの数を増やすとか、病院からの数というのではなく、在宅の人たちが地域のいろいろな機関といかにつながっていくか、そういうことをベースにしながら、その後の就労支援を考えていただくと、非常に安定した数字が積み上がるように思いますので、そのような具体的な、もう少しかみ砕いたような数字設定をぜひお願いしたいと思います。

○会長　確かにご指摘いただいた点、あるかな。特に市町村では、就労移行支援が２年過ぎたあともそのまま継続したり、アセスメントが十分でないまま、就労意欲のないところで、就労移行に入っていたり、不適切な事例もかいま見るところでございます。そういう意味では、そのようなところの改善点も併せて、やはり相談支援のあり方をきちんとするべきだ、というご意見にもなろうかと思っております。反面、どうしても数値目標でございますので、国の縛りもございますので、勝手にこちらで数値目標ができないということも一点ございますので、そのあたりはご理解をいただきながら、様々な課題について押さえていって、この自立支援協議会の中でもご報告いただければありがたいかと思っております。これは要望でございます。忙しいとは思いますが、一応聞いていただいて、もし反映できるものがあれば、反映していただければと思っております。はい、ありがとうございます。時間のほうがもうすでに１０分過ぎておりまして、大変に司会進行がまずく、皆さんにご迷惑をお掛けしたかと思います。「その他」がございます。事務局で「その他」事項がございますか。

○事務局　一点ご報告だけ。

○会長　はい。

○事務局　大阪府の自立支援協議会と地域の自立支援協議会の連携の場ということで、昨年度から地域支援協議会連絡会議を設置しまして、地域課題の収集は、都道府県の自立支援協議会の機能の一つということで、地域課題を集約するために開催しているのですが、今年度は地域自立支援協議会から報告のあった地域課題について、大阪府としまして、分類、整理し、三つのテーマで実施する予定にしております。これまで主に報告を中心にやっていたので、議論が深まらなかったということも踏まえて、こういうやり方をしようとしたものです。具体的には「医療的ケア」「ライフサイクルに応じた連続した支援」「障がい者の虐待防止、権利擁護」の三つのテーマを設定いたしまして、このテーマで８月下旬から９月中旬にかけて、実施する予定にしております。今、各市町村にご案内させていただいているところでございます。内容等はあらためてご報告させていただきたいと思っています。

○会長　はい、ありがとうございました。一点だけ、ライフサイクルは具体的にはどのようなイメージかと思って。就労支援も含んだライフサイクルというのはどのようなことか。

○事務局　主に今回のテーマは、就学前、就学後、就労ということで、支援が途切れることに対して、つながり、情報共有のあり方を、主に現在取り組んでいる市町村で議論をしようということで、考えております。

○会長　地域自立支援協議会連絡会のテーマとして三つを今のところ予定、もうすでに始まっているのですか。

○事務局　これからです。

○会長　医療的ケアとライフサイクルと虐待についての事例、もしできれば就労支援も含めて、委員の意見を反映した形でとらえられればありがたいなと。これは検討いただきたいということでございます。事務局、あと何かありますか。
○事務局　報告としては以上です。

○会長　はい。あと何回ぐらい予定しているか、少し皆さんに。

○事務局　全体会といたしましては、平成２４年１月から２月にかけて予定をしております。
○会長　そうしますと、今年度は２回ぐらいを予定しているということでいいのかな。

○事務局　全体会としては２回です。

○会長　全体会としては２回程度を予定していると。あとはワーキング、専門部会の形で予定をさせていただいているということでございます。５番の「その他」のところまで、議事を終わりました。最後にこれだけ言っておきたい、この点をぜひ考えていただきたい、という提言がございましたらお伺いしたいと思います。よろしゅうございますか。もしあとお気付きの点があれば、大阪府の地域生活支援課にファクスなり電話なり、いただければ大変ありがたいということですので、よろしくお願いいたします。それでは、大変まずい司会になりましたが、議事としてはこれぐらいで終わらせていただくかと思います。

　　最後に部会の振り分け案を、今度仕切り直しでございますので、皆さんのところにいっているかと思います。見ていただいて一応この案でよろしければ、このとおり部会で進めていきたいということでございます。ほとんど変わりないかと思います。よろしゅうございますか。これについてもご意見等、「私、絶対いやや」という方、ここでは言いにくいと思いますので、「ぜひ変えて」という方も、意見がありましたらおっしゃってください。変わる場合と変わらない場合があると思いますが、ご意見はお伺いしたいと思います。一応この委員の名簿で承認ということでございますので、よろしくお願いいたします。

　　それでは、これで議事をすべて終了いたします。残した課題もございますが、また皆さんとご協議をさせていただきたいと思います。それでは事務局へ、私のほうではこれで終わりでございます。

○事務局　どうも本日は長時間にわたりご議論いただきありがとうございました。協議会全体議については、年明け１月か２月ごろということでよろしくお願いしたいと思います。

　　それでは、これをもちまして「平成２３年度第１回の大阪府障がい者自立支援協議会」を閉会したいと考えております。本日はお忙しい中、本当にありがとうございました。
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